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豊田市地区コミュニティ推進事業交付金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、豊田市補助金等交付規則（昭和４５年規則第３４号）に定め

るもののほか、地区コミュニティ会議が実施する地区コミュニティ推進事業に対

する交付金の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（交付金の交付目的） 

第２条 この交付金は、地区コミュニティ会議が地域課題を解決するために行う事

業（以下「地区コミュニティ推進事業」という。）を支援することによってコミ

ュニティ活動の推進を図り、もってふれあい豊かで住みよい地域社会を築くこと

を目的とする。 

（交付対象者） 

第３条 交付金の交付対象者（以下「交付対象者」という。）は、地区コミュニテ

ィ会議及び地区コミュニティ会議の設立に向けた準備会等とする。 

（交付対象事業） 

第４条 交付金の対象となる地区コミュニティ推進事業（以下「交付対象事業」と

いう。）は、次の各号に掲げる事業とする。 

（１）地域内の自治区長、各種団体の長、教育関係機関の代表者、各種委員及びそ

の他関係団体の代表者等による、住みよい地域づくりのための連絡調整会議又

は情報交換会（調整会議） 

（２）青少年健全育成及び非行防止等に関する会議又は諸活動若しくは地区新成人

を祝う会の実施に伴う連絡調整会議（青少年育成） 

（３）地域福祉、ボランティア育成及び外国人との共生等に関する会議又は諸活動

（地域福祉） 

（４）ごみ減量の促進、生活環境の整備及び自然環境の保護等に関する会議又は学

習会（環境保全） 

（５）交通安全、防災及び防犯等の生活安全に関する会議又は学習会（防災防犯） 

（６）自治区及び諸団体の活性化を目的とした学習会又は実技指導等（レクリエー

ション学習） 

（７）コミュニティだより（交流館報等との併用を含む。）の発行（情報提供） 

（８）その他、地区コミュニティ会議の立上げ、コミュニティ活動の推進又は地区

コミュニティ会議の運営に必要と思われる事業（組織運営） 

（交付金の額） 

第５条 交付金の額は、次の表の区分に応じ、同表に定める地区均等割額及び地区

世帯割額の合計額とする。 

項    目 区     分 交 付 額 

地区均等割額 １地区につき ３００，０００円 

地区世帯割額 

２，０００世帯以下 ２０，０００円 

２，００１世帯～４，０００世帯 ４０，０００円 

４，００１世帯～６，０００世帯 ６０，０００円 
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６，００１世帯以上 ８０，０００円 

２ 地区世帯割額の算定に用いる世帯数は、前年度の３月１日現在の自治区加入世

帯数とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、交付対象事業に要する経費が交付金の額を下回

る場合は、当該経費を交付金の額とする。 

 （交付の申請） 

第６条 交付金を受けようとする交付対象者は、地区コミュニティ推進事業交付金

交付申請書（様式第１号）に総会資料の写し及び請求書を添えて、市長に提出し

なければならない。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定により交付金の交付の申請があったときは、その内容

を審査し、交付金の交付を適当と認めたときは、予算の範囲内において交付の決

定をするものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付金の交付を決定したときは、地区コミュニティ

推進事業交付金交付決定通知書（様式第２号）により、交付対象者に通知しなけ

ればならない。 

３ 前項に規定する通知は、地区コミュニティ推進事業交付金交付申請書の提出が

あった日から起算して３０日以内に行わなければならない。 

 （実績報告） 

第８条 交付金の交付を受けた交付対象者は、翌年度の４月１０日までに、地区コ

ミュニティ推進事業交付金実績報告書（様式第３号）に交付金に係る地区コミュ

ニティ推進事業の収支及び事業の内容が分かる総会資料（又はそれに替わる書

類）を添えて市長へ提出しなければならない。 

 （額の確定通知） 

第９条 市長は、前条の実績報告書が提出されたときは、その内容を審査し、適当

と認めたときは、交付すべき交付金の額を確定し、地区コミュニティ推進事業交

付金確定通知書（様式第４号）により交付対象者に通知するものとする。 

 （交付の方法） 

第１０条 交付金は、前金払により交付するものとする。 

（交付金の返還） 

第１１条 市長は、交付対象者が、第６条の申請書に記載された事業を実施しない

場合又はその事業の実施内容が不十分であると認める場合は、交付金の全部又は

一部を返還させることができる。 

 （委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

沿革 平成７年４月１日施行 

 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

  

   附 則（押印廃止） 
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(施行期日) 

１ この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 

 

  附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この要綱による改正前の豊田市地区コミュニティ推進事業交付金交付要綱

に基づいて作成されている様式は、この要綱による改正後の豊田市地区コミ

ュニティ進事業交付金交付要綱の規定にかかわらず、当分の間、使用するこ

とができる。 

（要綱の失効） 

３ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日

以前にこの要綱の規定に基づき、交付申請がなされた補助金に関しては、同

日後も、なお効力を有する。 
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様式第１号（第６条関係） 

  年   月   日 

 

豊田市長 様 

 （取扱い／     ） 

 

（申 請 者）所 在 地  

名 称  

代 表 者 名  

 

 

年度 地区コミュニティ推進事業交付金交付申請書 

 

 

下記のとおり地区コミュニティ推進事業を実施したいので、豊田市補助金等交付

規則第４条の規定により申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 交付申請額 金          円 

２ 事業の目的 

   

   

   

   

３ 事業の内容 
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様式第２号（第７条関係） 

豊  発 第   号 

 

（申請者） 名  称 

      代表者名          様 

 

 

 

年度 地区コミュニティ推進事業交付金交付決定通知書 

 

 

     年  月  日付けで申請のありました地区コミュニティ推進事業交

付金につきまして、下記のとおり交付することを決定しましたので、豊田市補助金

等交付規則第５条の規定により通知します。 

 

 

     年  月  日 

 

 

豊田市長          印 

 

 

記 

 

 

交付金の額     金     ，０００ 円 

 

 

 

 

注意 申請書に記載された事業を実施しない場合又はその事業の実施内容が不十

分であると認めた場合は、交付金の全部又は一部を返還していただく場合が

あります。 
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様式第３号（第８条関係） 

豊田市長 様 

 （取扱い／     ） 

 

（報 告 者）所 在 地  

名 称  

代 表 者 名  

 

 

年度 地区コミュニティ推進事業交付金実績報告書 

 

 

   年  月  日付け豊  発第   号で決定を受けた地区コミュニ

ティ推進事業を完了しましたので、豊田市補助金等交付規則第１０条の規定によ

り下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

事業の実績及び効果 

 

                                         

                                         

                                         

                                         

 

 

注意 この報告書には、交付金に係る地区コミュニティ推進事業の収支及び事業

の内容が分かる総会資料（又はそれに替わる書類）を添付してください。 
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様式第４号（第９条関係） 

豊  発 第   号 

 

（申請者） 名  称 

代表者名          様 

 

 

年度 地区コミュニティ推進事業交付金確定通知書 

 

 

      年  月  日付けで実績報告がありました地区コミュニティ推進事

業交付金につきまして、下記のとおり交付金の額を確定しましたので、豊田市補助

金等交付規則第１１条の規定により通知します。 

 

 

年  月  日 

 

豊田市長          印 

 

 

記 

 

 

交付金の額     金      ，０００円 

 


